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第 16 回 

社会福祉会計簿記認定試験 

問題用紙 

中 級 
 

 

（令和２年 12 月６日施行） 
 

 

 

 

 

 

一般財団法人総合福祉研究会 

公益社団法人全国経理教育協会 

試験会場番号   

受

験

番

号 

 

氏

名 

 

 ◇問題用紙及び解答用紙の指定の欄に試験会場番号・受験番号と氏名を記入してください。 

解答用紙には所属も記入してください。 

 ◇受験票を机の通路側に見えるように置いてください。 

 ◇机の上には筆記用具、電卓、腕時計、受験票以外は置かないでください。 

 ◇会場内では携帯電話の電源をお切りください。 

 ◇解答は楷書で明瞭にご記入ください。文字の判別ができない場合には不正解とする場合があります。 

 ◇解答欄には解答以外の記入はしないでください。解答以外の記入がある場合には不正解とする場合 

があります。 

 ◇金額は３位ごとにカンマ「,」を記入すること。 

◇試験時間は 14：00 から 16：00 までの２時間です。 

 ◇途中退室は 15：00 から 15：45 の間にできます。途中退室された場合は再入室することはできませ

ん。なお、体調のすぐれない方は試験監督係員にお申し出ください。 

◇試験開始時間までに、裏表紙の注意事項をお読みください。 

 ◇問題用紙・解答用紙・計算用紙はすべて回収し、返却はいたしません。 

 ◇問題と標準解答を12月７日（月）午後５時に、（一財）総合福祉研究会ホームページにて発表します。 

 ◇合否結果は１月中旬ごろインターネット上のマイページで各自ご確認ください。なお、個別の採点内

容や得点等についてはお答えいたしかねますのでご了承ください。 

 ◇合格証書は２月初旬ごろご自宅に発送いたします。 
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１ （20 点） 

 次の文章の空欄にあてはまる適切な語句を、解答欄に示す語群の中から選んで  で囲みなさ

い。 

ただし、（８）の（ケ）・（コ）については、それぞれ正しい金額を記入しなさい。 

 

（１） 計算書類に対する注記のうち、「担保に供している資産に関する事項」は、該当する内容がな

い場合において、項目名の記載（   ア   ）。 

 

（２） 積立金と積立資産の積立ては、増減差額の発生した年度の計算書類に反映させるのであるが、 

  専用の預金口座で管理する場合は、遅くとも決算理事会終了後（  イ  ）行うものとする。 

 

（３） 第一号第四様式の（何）拠点区分資金収支計算書において、勘定科目の中区分については、

（   ウ   ）。 

 

（４） 共同募金会からの受配者指定寄附金以外の配分金のうち経常的経費に係る配分金は資金収支計

算書上では、（   エ   ）に計上される。 

 

（５） その他の積立金には、将来の特定の目的の費用又は損失の発生に備えるため、社会福祉法人が

（   オ   ）の議決に基づき事業活動計算書の（   カ   ）から積立金として積み

立てた額を計上する。 

 

（６） 有形固定資産の減価償却の方法には、定額法と定率法があるが、（   キ   ）ごとに選 

択し適用することができる。 

 

（７） 棚卸資産については、原則的な処理をした場合、購入時に（   ク   ）に計上される。 

 

（８）令和元年10月10日に、700千円の補助金を受けて2,400千円の送迎用軽自動車を購入し、同月末

より使用している。また、車両購入に要する付随費用として40千円を支払っている。この場合、

令和２年度決算における車両の減価償却費は（   ケ   ）千円、国庫補助金等特別積立金取

崩額は（    コ    ）千円である。なお、減価償却は定額法により、耐用年数を４年（償却

率0.250）残存価額をゼロとする。 
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２ （20 点） 

（１）次の取引について、あとに示された総勘定元帳から妥当と考えられる仕訳をしなさい。 

ただし、（   ）に入る金額は各自で求めなさい（金額の単位はすべて千円である）。 

①  令和２年７月６日の取引 

②  令和２年７月９日の取引 

③  令和２年７月26日の取引 

④  令和２年７月28日の取引 

⑤  令和２年７月31日の取引 

 

＜総勘定元帳＞ 

現金預金 

２年 
月   日 

摘  要 借 方 貸 方 差引残高 

７ １ 前月繰越 － － ５２,６８５ 

 ５ 仮払金  ５０  ５２,６３５ 

 ６ 仮払金 (    )  ５２,６３７ 

 ９ 職員預り金  ２５７ ５２,３８０ 

 １０ 事業未収金 １,０５６  ５３,４３６ 

 １５ 賃借料  １２５ ５３,３１１ 

 ２０ 事業未払金  ３,２６８ ５０,０４３ 

 ２５ 事業未収金 ９,５０４  ５９,５４７ 

 ２６ 職員給料  ４,７２３ ５４,８２４ 

 ２８ 諸口  (     ) ５３,３１２ 

 ３１ 諸口  (     ) ５２,６７５ 
      

 

事業未収金 

２年 
月   日 

摘  要 借 方 貸 方 差引残高 

７ １ 前月繰越 － － １０,５６０ 

 １０ 現金預金  １,０５６ ９,５０４ 

 ２５ 現金預金  ９,５０４ ０ 
      

 

仮払金 

２年 
月   日 

摘  要 借 方 貸 方 差引残高 

７ １ 前月繰越 － － ０ 

 ５ 現金預金      ５０  ５０ 

 ６ 諸口  ５０ ０ 
      

 

事業未払金 

２年 
月   日 

摘  要 借 方 貸 方 差引残高 

７ １ 前月繰越 － － ３,２６８ 

 ２０ 現金預金 ３,２６８  ０ 
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１年以内返済予定設備資金借入金 

２年 
月   日 

摘  要 借 方 貸 方 差引残高 

７  １ 前月繰越 － － １３,５００ 

 ２８ 現金預金 １,５００  １２,０００ 
      

 

職員預り金 

２年 
月   日 

摘  要 借 方 貸 方 差引残高 

７ １ 前月繰越 － － ５７２ 

 ９ 現金預金 ２５７  ３１５ 

 ２６ 職員給料  ５３３ ８４８ 

 ３１ 現金預金 ３１５  ５３３ 
      

 

職員給料 

２年 
月   日 

摘  要 借 方 貸 方 差引残高 

７ １ 前月繰越 － － １２,８２０ 

 ２６ 諸口 ５,２５６  １８,０７６ 
      

 

法定福利費 

２年 
月   日 

摘  要 借 方 貸 方 差引残高 

７ １ 前月繰越 － － １,７５０ 

 ３１ 現金預金 ３２２  ２,０７２ 
      

 

事務消耗品費 

２年 
月   日 

摘  要 借 方 貸 方 差引残高 

７ １ 前月繰越 － － ５３２ 

 ６ 仮払金 ４８  ５８０ 
      

 

賃借料 

２年 
月   日 

摘  要 借 方 貸 方 差引残高 

７ １ 前月繰越 － － ３７５ 

 １５ 現金預金 １２５  ５００ 
      

 

支払利息 

２年 
月   日 

摘  要 借 方 貸 方 差引残高 

７ １ 前月繰越 － － ３８ 

 ２８ 現金預金 １２  ５０ 
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（２）次の取引について必要な仕訳をしなさい。ただし、解答の金額は千円単位で記入しなさい。 

① 車両１台（帳簿価額350千円）を300千円で下取りに出し、車両１台（取得価額2,500千円）を

購入した。代金は100千円現金で支払い、残額2,100千円を翌月末払いとした。 

② 施設用地として時価100,000千円の土地の寄附を受けた。 

③ ②の土地の受贈額に相当する100,000千円を基本金へ組入れた。 

④ 施設整備補助金25,000千円の受領が確定し、翌年度の５月に振り込まれる予定である。 

⑤ ④の施設整備補助金に相当する額を国庫補助金等特別積立金へ積立てた。 
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３ （20 点） 

下に記載されているのは、ある社会福祉法人の令和２年度の決算整理中の要約貸借対照表である。

この要約貸借対照表及び【資料】をもとに、（１）～（５）の問いに答えなさい。なお、期中の処理

は適正に行われている。 

 要約貸借対照表  

 令和３年３月 31 日現在   （単位：千円） 

資産の部 負債の部 

 当年度末 前年度末  当年度末 前年度末 

現金預金 

事業未収金 

貯蔵品 

徴収不能引当金 

57,250 

6,250 

15 

△345 

54,827 

5,920 

5 

△325 

事業未払金 

１年以内返済予定設備資金借入金 

職員預り金 

賞与引当金 

6,250 

3,360 

980 

1,520 

4,329 

3,360 

897 

1,380 

土地 110,000 110,000 設備資金借入金 35,000 38,360 
建物 83,100 83,100 負債の部合計 47,110 48,326 

車輌運搬具 

器具及び備品 

施設整備積立資産 

3,780 

23,829 

48,000 

3,780 

23,829 

48,000 

純資産の部 

基本金 

国庫補助金等特別積立金 

施設整備積立金 

次期繰越活動増減差額 

（うち当期活動増減差額） 

100,000 

52,353 

48,000 

(   ) 

(   ) 

100,000 

52,353 

48,000 

80,457 

(2,350) 

資産の部合計 331,879 329,136 負債及び純資産の部合計 (   ) (   ) 

 

【資料】追加の決算整理事項等 

① 建物の減価償却費の計上及び国庫補助金等特別積立金の取崩しを行う。なお、要約貸借対照表

の国庫補助金等特別積立金は、全額建物に対するものである。 

 ・取得価額     100,000 千円 

 ・事業供用日    平成 25 年 10 月 11 日 

 ・減価償却の方法  定額法 

 ・耐用年数     39 年（償却率 0.026） 

② 車両を購入していたが未処理であった。支払は令和３年４月末から開始し、毎月末６回払いで

ある。 

 ・取得価額     1,200 千円 

 ・事業供用日    令和３年３月 25 日 

 ・減価償却の方法  定額法 

 ・耐用年数     ４年（償却率 0.250） 

③ ①及び②以外の減価償却費は、車輌運搬具 652 千円及び器具及び備品 1,289 千円である。 

④ 建物の改修のために、施設整備積立金 1,500 千円を積立て、同額の資産を積立てる。 

 

 （１）①の取崩した国庫補助金等特別積立金の額を答えなさい。 

 （２）②の車両について当期中に必要となる全ての仕訳を答えなさい。 

（３）④の仕訳を答えなさい。 

 （４）追加の決算整理仕訳後の当期活動増減差額を答えなさい。  

（５）追加の決算整理仕訳後の当期末支払資金残高を答えなさい。 
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４ （20 点） 

 下に記載されているのは、ある社会福祉法人の令和２年度の決算整理中の要約貸借対照表である。

以下の問いに答えなさい。なお、解答に際して計算過程で生じる千円未満の端数は切り捨てること。 

 

 要約貸借対照表  

 令和３年３月31日現在 （単位：千円） 

資産の部 負債の部 

 当年度末 前年度末  当年度末 前年度末 

現金預金 

事業未収金 

徴収不能引当金 

（以下、記載省略） 

65,002 

13,015 

(   ) 

64,250 

12,800 

△192 

事業未払金 

賞与引当金 

退職給付引当金 

（以下、記載省略） 

8,230 

1,300 

3,500 

7,529 

1,283 

3,250 

 

（１） 前期から繰越した事業未収金のうち、当期に55千円が徴収不能となったが未処理である。 

この取引の仕訳をしなさい。 

 

（２） （１）をふまえて、令和２年度の徴収不能引当金繰入額を計算しなさい。なお、事業未収金の 

うち、当期において個別に徴収不能引当金の繰入が必要になった債権の額が60千円あり、全額を

繰入れる。また、それ以外の一般債権に対する徴収不能額の平均発生率は前期と同様に1.5％で

ある。 

 

（３） 令和２年度の賞与支給総額は4,227千円であった。令和２年度の資金収支計算書の職員賞与支 

出と事業活動計算書の職員賞与の計上額をそれぞれ答えなさい。なお、法定福利費については、 

考慮しなくてよい。 

 

（４） 上記の貸借対照表の賞与引当金（決算整理後の金額）の計算の基礎となった令和３年６月の賞 

与支給見込額を答えなさい。 

 【賞与支給対象期間】 【支給月】 

夏季賞与 １２月～ ５月 ６月  

冬季賞与 ６月～１１月 １２月  

 

（５） 独立行政法人福祉医療機構が実施する退職手当共済制度の掛金178千円を支払ったときの仕訳 

をしなさい。 
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次ページにも問題があります 
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５ （20 点）  

令和２年度における次の取引と次ページの精算表を基に、解答用紙の事業活動計算書及び貸借対照

表を作成しなさい（資金収支計算書は作成しなくてよい）。また、数値の記入されない欄に「０」を

記入する必要はなく、網掛け部分は解答しなくてよい。 

なお、精算表には、貸借対照表及び事業活動計算書の勘定科目名を表記し、資金収支計算書の勘定

科目名は表記していない。期首貸借対照表の一部金額は推定すること。 

① 今期中に介護報酬及び利用料705,244千円（うち期首における事業未収金114,065千円）が普通預金

に振り込まれた。 

② 介護保険事業収益のうち未収分106,000千円を未収計上した。 

③ 前期以前に未収計上していた介護保険事業収益のうち150千円が徴収不能となった。なお、前期末

の事業未収金のうち個別に徴収不能引当金を計上したものはない。 

④ 期中に取引先から受けた費用請求額は事業費96,000千円、事務費72,000千円（下記⑤を除く）であ

り、請求の都度事業未払金を計上している。事業未払金のうち期中支払額は167,000千円である。  

⑤ 職員に仮払していた40千円につき、研修参加費20千円、研修旅費10千円及びその他の旅費３千円の

領収書と共に残金７千円を受け取り精算した。 

⑥ 今期中に給料手当総額382,096千円、賞与総額51,240千円から源泉所得税、住民税及び社会保険料

預り金80,166千円を控除後、普通預金から支給した。また、源泉所得税、住民税及び社会保険料の

期中納付額は133,408千円であり、そのうち事業主負担社会保険料は53,256千円である。 

⑦ 今期末に60か月均等払いでコピー機（定額法で減価償却する。償却率は0.200）を支払総額900千円

で割賦購入し、同日から使用している。その第１回目の代金を今期末に支払った。 

⑧ 送迎用の車両を、令和２年７月１日から６年間のリースにて調達し同日から使用している。（この

リース取引は所有権移転外ファイナンスリースに相当する。）リース料総額は4,680千円で７月か

ら毎月均等額のリース料を支払っている。なお、リース取引の処理はリース料総額から利息相当額

を控除しない方法により、また、資産計上する際の勘定科目は車輌運搬具を用いないこと。 

⑨ 設備資金借入金の今期返済額は2,000千円であり、来期も同額支払予定である。また、当該借入金

の今期分支払利息は400千円である。 

⑩ ⑦の割賦購入代金、⑧のリース契約による債務及び⑨の設備資金借入金につき、１年基準により適

切な勘定科目に振り替えた。 

⑪ 事業未収金残高の0.5％の徴収不能を見積り、徴収不能引当金を差額補充法により引当計上した。 

⑫ 来期の夏季賞与支給見込額は次の通りである。決算に当たり、支給見込額を基礎として賞与引当金

を算定し計上した。なお、前期末も同様の処理をして賞与引当金を計上している。 

支給月  支給対象期間  支給見込額 

令和３年６月  令和２年12月～令和３年５月  24,000千円 

⑬ 県が実施する退職共済制度を採用しており、掛金累計額と同額の退職給付引当金を計上する方法に

よって会計処理を行っている。期中において掛金700千円を支払った。 

⑭ 決算に際し、退職給付引当金残高が退職給付引当資産残高と同額になるように引当計上した。なお

掛金支払以外に、退職金支給などの引当資産に影響が生じる事象は生じていない。 

⑮ 建物につき25,000千円の減価償却、それに対応する国庫補助金等特別積立金18,750千円の取崩しを

行った。また、器具及び備品（⑦の器具及び備品を除く）の減価償却費は500千円であり、車輌運

搬具（⑧の車両を除く）の減価償却費は600千円である。 
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精 算 表               （単位：千円） 

摘 要 
期首貸借対照表 期中資金増減取引 期中その他取引 期末貸借対照表 

借 方 
(資 産) 

貸 方 
(負債・純資産) 借 方 貸 方 借 方 貸 方 

借 方 
(資 産) 

貸 方 
(負債・純資産) 

現 金 預 金 171,123    

  

  

事 業 未 収 金 114,215      

仮 払 金  40      

事 業 未 払 金  ?     

職 員 預 り 金  6,680     

支 払 資 金 計 285,378 ?       

(差引支払資金)  (   ?   ) 
差引支払資
金増加額→     ( ) 

  資金収支計算書     

  
借 方 
(支 出) 

貸 方 
(収 入)     

徴収不能引当金  571       

１年以内返済予定設備資金借入金  ?       

１年以内返済予定リース債務          

1 年以内支払予定長期未払金         

賞 与 引 当 金  17,000       

土地(基本財産) 60,000      60,000  

建物(基本財産) 860,000        

車 輌 運 搬 具 3,700        

器具及び備品 2,600        

有形リース資産          

退職給付引当資産 30,500        

設備資金借入金  30,000       

リ ー ス 債 務           

退職給付引当金  30,500       

長 期 未 払 金         

基 本 金  200,000       

国庫補助金等特別積立金  645,000       

次期繰越活動増減差額(期首)  296,427       

当期活動増減差額  －     
差引純資産

増加額→  

貸借対照表合計 1,242,178 1,242,178       

 
    事業活動計算書 

    
借 方 
(費 用) 

貸 方 
(収 益) 

介護保険事業収益（収入）       

       

人 件 費(支出)       

事 業 費(支出)       

事 務 費(支出)       

減 価 償 却 費       

国庫補助金等特別積立金取崩額       

徴 収 不 能 額       

徴 収 不 能 引 当 金 繰 入       

支 払 利 息(支出)       

施設整備等補助金収益（収入）       

国庫補助金等特別積立金積立額       

収益・費用(収入・支出)小計       

当 期 増 減 ( 収 支 ) 差 額  
←当期資金 

収支差額    
←当期活動
増減差額 

増 減 ( 収 支 ) 等 合 計       
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＿ 注意事項 ＿ 

◇この問題用紙及び解答用紙の中では、「社会福祉法人会計基準」（平成28年３月 31日／厚生労働省
令第 79 号）と、「社会福祉法人会計基準の制定に伴う会計処理等に関する運用上の取扱いについて」
（平成 28 年３月 31 日／雇児発 0331 第 15 号・社援発 0331 第 39 号・老発 0331 第 45 号）及び「社会
福祉法人会計基準の制定に伴う会計処理等に関する運用上の留意事項について」（平成 28 年３月 31
日／雇児総発 0331 第７号・社援基発 0331 第２号・障障発 0331 第２号・老総発 0331 第４号）を総称
して、「会計基準」と表記している。解答に当たっては、令和２年４月１日現在の「会計基準」に
基づいて答えなさい。 

◇問題は大問１から大問５まであるので注意すること。なお、問題文は金額単位を省略して表示して
いるので、特に指示のない限り、金額を解答する際には単位を省略して算用数字で示すこと（漢数
字や「２千」などの表記は不正解とする）。また、解答がマイナスになる場合には、数字の前に
「△」をつけて「△1,000」のように記載すること。 

◇カンマの記入は「1,000,000」のように３位ごとに記載をすること。「1000000」のようにカンマが
ない場合やカンマの位置が誤っている場合は不正解とする。 

◇次の勘定科目は「会計基準」に定められた貸借対照表科目及び事業活動計算書科目の一部である。
特に指示のない限り、解答に使用する勘定科目はこの中から選択すること。勘定科目の名称は、下
記の通りに記載すること（略字や、同じ意味でも下記と異なる表記はすべて不正解とするので注意
すること）。 

 
  貸借対照表科目 目 

（資産の部） 
現金預金 有価証券 事業未収金 未収金 未収補助金 未収収益 貯蔵品 給食用材料 立替金  
前払金 前払費用 １年以内回収予定長期貸付金 短期貸付金 仮払金 徴収不能引当金 土地  
建物 構築物 機械及び装置 車輌運搬具 器具及び備品 建設仮勘定 有形リース資産 権利  
ソフトウェア 無形リース資産 投資有価証券 長期貸付金 退職給付引当資産 施設整備積立資産 
差入保証金 
（負債の部） 
短期運営資金借入金 事業未払金 その他の未払金 役員等短期借入金 １年以内返済予定設備資金借入金 
１年以内返済予定長期運営資金借入金 １年以内返済予定リース債務 １年以内返済予定役員等長期借入金 
１年以内支払予定長期未払金 未払費用 預り金 職員預り金 前受金 前受収益 仮受金 
賞与引当金 設備資金借入金 長期運営資金借入金 リース債務 役員等長期借入金  
退職給付引当金 長期未払金 長期預り金 
（純資産の部） 
基本金 国庫補助金等特別積立金 施設整備積立金 次期繰越活動増減差額 

 
  事業活動計算書科目 目 

（収益の部） 
介護保険事業収益 老人福祉事業収益 児童福祉事業収益 保育事業収益 就労支援事業収益 
障害福祉サービス等事業収益 生活保護事業収益 医療事業収益 経常経費寄附金収益  
借入金利息補助金収益 受取利息配当金収益 有価証券評価益 有価証券売却益 投資有価証券評価益 
投資有価証券売却益 受入研修費収益 利用者等外給食収益 為替差益 雑収益  
施設整備等補助金収益 設備資金借入金元金償還補助金収益   
設備資金借入金元金償還寄附金収益 長期運営資金借入金元金償還寄附金収益 固定資産受贈額  
車輌運搬具売却益 器具及び備品売却益 徴収不能引当金戻入益  
（費用の部） 
役員報酬 職員給料 職員賞与  賞与引当金繰入 非常勤職員給与 派遣職員費 退職給付費用  
法定福利費 給食費 介護用品費 保健衛生費 医療費 被服費 教養娯楽費 日用品費  
保育材料費 本人支給金 水道光熱費 燃料費 消耗器具備品費 保険料 賃借料 教育指導費 
就職支度費 葬祭費 車輌費 福利厚生費 職員被服費 旅費交通費 研修研究費  
事務消耗品費 印刷製本費 修繕費 通信運搬費 会議費 広報費 業務委託費 手数料  
土地・建物賃借料 租税公課 保守料 渉外費 諸会費 利用者負担軽減額 減価償却費  
国庫補助金等特別積立金取崩額 徴収不能額 徴収不能引当金繰入 支払利息 有価証券評価損 
有価証券売却損 投資有価証券評価損 投資有価証券売却損 利用者等外給食費 為替差損  
雑損失 基本金組入額 資産評価損 建物売却損・処分損 車輌運搬具売却損・処分損  
器具及び備品売却損・処分損 国庫補助金等特別積立金取崩額（除却等）  
国庫補助金等特別積立金積立額 災害損失 その他の特別損失  
（繰越活動増減差額の部） 
基本金取崩額 施設整備積立金取崩額 施設整備積立金積立額 

 


